
市町村職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の概要

１．提案理由

職員の退職手当について、国家公務員の退職手当制度の改正に準じて所要の改正を行う

必要があるため。

２．条例の概要

(1) 国の改正に準じた部分

給与制度の総合的見直しの影響を踏まえ、現行の支給水準の範囲内で、職員の公務へ

の貢献度をより的確に反映させるよう、措置を講ずる。

∇調整額の改定

職 員 の 区 分 改 正 前 改 正 後

第 １ 号 ７９，２００円 ９５，４００円

第 ２ 号 ６２，５００円 ７８，７５０円

第 ３ 号 ５４，１５０円 ７０，４００円

第 ４ 号 ５０，０００円 ６５，０００円

第 ５ 号 ４５，８５０円 ５９，５５０円

第 ６ 号 ４１，７００円 ５４，１５０円

第 ７ 号 ３３，３５０円 ４３，３５０円

第 ８ 号 ２５，０００円 ３２，５００円

第 ９ 号 ２０，８５０円 ２７，１００円

第 1 0 号 １６，７００円 ２１，７００円

第 1 1 号 ０円 ０円

(2) 組合独自部分

平成27年３月末に失効する早期退職優遇制度について、平成29年３月31日までの間継

続すること。

制度内容

＊該 当 者：市町村長が早期退職優遇制度実施要綱により管理者に申し出た市町村

の退職者に適用

＊特例措置：給料月額に100分の50を超えない範囲内で市町村長が申し出た割合を

乗じて得た額の合計額が退職手当の基本額の算定基礎給料額

３．施行期日

平成27年４月１日から施行する。


